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(1)協約が存在 しない場合における労働条件の決定変更
(a)労働条件の交渉及び決定
労働協約が存在 しない場合,労 働条件を決定変更するためには,排 他的交渉代表たる労働組
合との団体交渉を経て,合 意に達する必要がある。これ以外の方法により使用者が労働条件を
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決定変更することは,団 体交渉義務違反の不当労働行為にあた り,原則として禁止される。
NLRA8条(d)は,使用者及び交渉代表に対 して,単 に交渉の席に着 くだけでな く,合意に
向けて 「誠実に」交渉を行わなければならない義務を課 している。 しか し,当該誠実交渉義務
は,当 事者に合意することまでをも義務として強制するものではない(同条)。したがって,
「誠実に」交渉する限 り39),義務的団交事項に関する自己の主張に固執 して交渉が行き詰まり
暗礁に乗 り上げたとしても,誠実団交義務違反にはならない。
しか し,使用者が非義務的団交事項に固執することにより,義務的団交事項に関する交渉が
行き詰まった場合には,誠実さの判断を経 るまでもな く,それ自体で(perse)団体交渉義務に
違反することになる。連邦最高裁は,NLRBv.WoosterDivisionoftheBorg-WarnerCorp.40)
判決において,使 用者が非義務的団交事項に固執 して,義 務的団交事項を含む団体交渉が行き
詰まることは,実 質的には義務的団交事項に関する交渉の拒否であ り,したがってそれ自体で
団交義務に違反することになる,と判断 している。
(b)労働条件の一方的決定変更禁止
労働条件の一方的決定変更を禁止する原則41)は,団体交渉義務との関係から導かれる。連邦
最高裁は,団 体交渉中に被用者にとって有利な変更を一方的に使用者が行った事案である
NLRBv.Katz42)において,当 事者が交渉において誠実であった としても団体交渉義務違反が
成立 しうるとい う前提にたち,使用者が交渉中である義務的団交事項を一方的に変更すること
は交渉の拒否と同じであって,誠 実さの判断を経るまでもなく,それ自体で団体交渉義務に違
反する,と判示 した。本判決により,排他的交渉代表が決定された後においては,交 渉中であ
るか否かにかかわらず43),被用者にとって有利不利を問わず,使 用者による義務的団交事項の
一方的決定変更は団体交渉義務違反となる,とい う重要なルールが確立された。
(c)交渉の行き詰まりによる一方的決定変更
交渉過程において,当 事者が誠実に交渉を尽 くしたが44),合意にいた らず行き詰 まり(im-
pass)に達する場合がある。 このように交渉が行 き詰ま りに至 った場合には,例 外的に当該事
項に関 して使用者による一方的変更が可能になる45)。この場合,団 体交渉義務が一時的に停止
(suspend)ないし解除されるので46),労働条件を一方的に決定変更 して も団体交渉義務の違反
が生 じないからである。
しか し,一方的変更が可能になるといっても,団体交渉義務そのものが消滅するわけではな
いから,変更が無制限であるわけではない。可能となる一方的決定変更は,使 用者が組合に対
して行った提案と必ず しも同一である必要はないが,そ れと矛盾 しない範囲でなければならな
い。変更された条件が,組 合に対 してなした提案と実質的に異なる場合には,変 更された条件
に関 しては行き詰まりが存在 しないからである。例えば,使 用者が,組 合に対する最終提案よ
りもさらに有利な変更を個別被用者に対 して行った場合は,誠 実団交義務に違反することにな
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る47)。
行き詰まりは一時的な状態であるから,ス トライキにより交渉力に変化が生 じた場合や,経
営状態の改善,組 合の要求の変化,時 の経過などの要因によって,行 き詰まり状態が解消され
る場合がある48)。このような変化が生 じた場合には,一 方的変更は許されず,再 び誠実に交渉
する義務を負 う。
(2)協約締結後における労働条件の決定変更
協約存続期間中,使 用者が協約条件を一方的に破棄,変 更ない し改訂 した場合は,協 約違反
の問題となる。同時に,こ れが団体交渉義務違反として不当労働行為にも該当する場合がある。
アメリカにおいては,協 約締結後も団体交渉義務が存続 しているからである49)。協約締結後に
おける労働条件の変更を考える場合には,こ れら両側面からの検討が必要である。
(a)協約の終了及び改訂
労働協約に期間の定めのある場合,そ の有効期間中は,当 該協約に含まれている(contained
in)50)労働条件について,当 事者は 「改訂」(modification)を拒否することができる(NLRA8
条(d))。期間の定めがない場合も含め,労 働協約を終了(termination)あるいは改訂す る場合
は,8条(d)但書所定の手続を経なければならない。同条但書は,労 働協約の終了及び改訂を
望む当事者に対 して,60日前の書面による終了及び改訂通告や同期間における争議行為の禁止
など諸手続の履践を団体交渉義務としている。
同条但書に違反 した場合,協 約を終了及び改訂することはできず,そ の場合は協約違反及び
団交義務違反の責任が生 じる。結果として,期 間満了予定 日あるいは通告による終了予定 日を
すぎたとしても,被用者の労働条件は既存の協約条件に拘束される続けることになる51)。
同条但書所定の手続を履践 して協約が終了 した場合においては,旧 協約に含まれていた義務
的団交事項について,当 事者双方に再び誠実団交義務が生 じるから,新協約の締結あるいは新
交渉が行き詰まりに達するまで,団 体交渉を尽 くさなければならない。
その間は,旧 協約条件が存続する(survive)と解され る52)。旧協約によ り設定 された基準
(旧協約条件)の 変更も,労働条件の一方的変更にあたるからである53)。このような意味にお
いて,旧 協約条件は新協約締結ない し行き詰まりまで事実上存続することになる。存続するの
は,原 則として賃金や労働時間などの義務的団交事項であるが,ユ ニオン ・ショップ条項やチ
ェック・オフ条項などの組合保障に関する事項等は,義 務的団交事項であっても協約終了後は
存続 しないと解されている54)。苦情処理 ・仲裁条項については,明 示ない し黙示の合意等によ
りその存続がはっきりと否定されていない場合には,協 約終了後も存続すると解される。協約
が終了した後に,使 用者が旧協約に基づいて(ariseunder)すでに発生 している(accruedor
vested)被用者の権利を侵害 したなどの場合には,使 用者は当該苦情を旧-協約上の苦情処理 ・
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仲裁手続(grievanceandarbitrationprocedure)に付託する義務を負 う55 。
他方,協 約を改訂 しないが,事 実上協約条件を変更 したとい う場合は,基 本的には協約違反
の問題となるが,解 釈次第では団体交渉義務違反にあたる。NLRAが「改訂」の概念を定義 し
ていないため,こ のような状態が生 じる。一方的変更ない し破棄が改訂にあたるか否かについ
てNLRBは,協約条件に対する重大な(material)あるいは本質的な(substantial)変更であるか
否かを基準として判断 している56)。
協約に含まれている事項が任意的団交事項であった場合における当該事項の一方的改訂ない
し変更は,団 体交渉義務には違反せず不当労働行為 とはならないが,協 約違反の問題が生 じ
る57)。
(b)団体交渉権の放棄
義務的団交事項のうち協約に含まれない事項について,引 き続き当事者双方は団体交渉義務
を負っている。 しか し,明示の合意,協 約条項,交 渉過程や過去の慣行などによって,こ れを
放棄することも可能である。典型的には,協 約期間中は協約に含まれない事項に関する交渉権
を放棄するとい うジッパー条項や,同 期間中は特定事項に関 して使用者に一方的決定変更権限
を与えるとい う経営権条項による場合である。だた し,団体交渉権とい う制定法上の権利の放
棄であることから,そ れが曖昧なものではなく 「明白かつ疑問の誤解の余地のない」(clear
andunmistakable)ものでなければならない58)。
経営権条項などにより,使用者に一方的決定変更権限が認められている場合は,こ れに した
がった変更も可能となる。 しか し,一方的変更後において当該条項の解釈に争いが生 じた場合
には,協 約違反及び団体交渉義務違反の問題が生 じうる。
(c)協約違反
協約条件の一方的変更は協約違反となる。この場合,労 働組合及び被用者の双方は,使 用者
に対 して,LMRA301条(a)に基づ く協約違反訴訟を連邦裁判所に提起できる59)。しか し,損
害賠償や協約条項の特定履行(specificperformance)を求める訴訟を直接裁判所に提起できる
場合は極めて限定される。アメリカにおいては,ほ とんどの労働協約が苦情処理手続を規定 し
ているからである。苦情処理手続とは,協 約の解釈適用に関 して生 じた紛争を労使の代表が協
議 して解決する手続であ り,複数のステップからなる60)。多 くの場合,最 終ステップとして,
仲裁人による仲裁裁定(arbitrationaward)を終局判断とす る仲裁手続が規定されている。仲裁
手続は,労 使関係に精通 した公平な第三者を仲裁人とする自主的紛争解決システムである。仲
裁人は,被 用者の原職復帰を命 じる裁定を下すことができるなど柔軟かつ幅広い権限を有 して
お り,当該事案に最も適 した解決が可能になる方法が仲裁なのである。
この苦情処理 ・仲裁手続が排他的な救済手続として 協ー約に規定されている場合には,原 則と
して当該手続を尽 くした後でなければ協約違反訴訟を提起できないとする法理が,連 邦最高裁
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に よ り確 立 され てい る61)62)。さ らに,連 邦 最高裁 は,UnitedSteelworkersv.American
ManufacturingCo.63),UnitedSteelworkersv.Warrior&GulfNavigationCo.64),United
Steelworkersv.EnterpriseWheel&CarCorp.65)の3判決か らなるSteelworkersTrilogyによ り,
仲裁手続を尊重す るとい う法理を確立 した。当該法理に よれば,裁 判所が判断で きるのは,苦
情を仲裁に付すか否かだけであ って,原 則 と して苦情 の実体 内容を判断 ない し審理す ることは
で きない。 さ らに,仲 裁人 に よ り下 され る仲裁裁 定は終局的かつ拘束力(finalandbinding)を
有す るとされ,し たが って裁判所は,仲 裁人に よる仲裁裁定を拒否す る当事者に,当 該仲裁裁
定 の特定履行を命 じるとい う役割を果たす ことに なる66)。
(d)団 体交渉義務違反 一仲裁人 とNLRBの関係一
協約上 の労働条件 の一方的変更が,協 約違反 と同時に団体交渉義務違反にあた る場合があ る。
協約違反に関 しては,ほ とん どの場合仲裁手続に解決が委ね られ ることに なるが,他 方で,団
体交渉義務違反 につ いては,不 当労働行為 としてNLRBが管轄権 を有 してい る。 この結果,仲
裁人 とNLRBの解釈や判断が異な る場合が生 じる。
理論上 は,NLRAIO条(a)67)に基づいて,苦 情処 理 ・仲裁手続 とい う私的 な契約 あ るいは合
意が不当労働行為制度 とい う制定法上 の権限 を破 る ことはで きない として,NLRBに 広い管轄
権が認め られ ると解 されてい る68)。しか し実際には,仲 裁手続が公正かつ正規 なものであ るこ
と,当 事者が仲裁裁定に拘束 され るこ とに合意 していた こ と,仲 裁裁定 の内容 がNLRAの 目的
と政策に 明らか に反 していない ことな どを条件 として,NLRBは,自 らの判断を控えて仲裁裁
定を尊重す るとい う方針を とってい る69)。
lVお わ りに
1労 働条件決定変更法理の概略
団体交渉外システムにおける労働条件の決定変更は,基 本的には個別雇用契約法理に委ねら
れる。雇用契約に期間の定めがある場合には,使 用者は当該雇用契約上の労働条件を一方的に
変更することはできない。 しか し,雇用契約に期間の定めがない場合は,原 則として使用者は
自由に労働条件を変更することができる。随意的雇用原則によって,使 用者は正当事由如何に
かかわらずいつでも被用者を解雇できる。 したがって,使 用者が変更ない し提示 した新 しい労
働条件に被用者が同意 しない場合には,端 的にこの者を解雇すればよいのである。当該新条件
に対 して被用者が異議を唱えずに働き続けた場合には,こ れに同意 したことになる。
最近では,制 定法の制定や法解釈によって,随 意雇用原則は大きな制約を受けつつある。特
に,不 法行為や契約違反法理を用いて,当 該原則の修正を試みる州はかなりの数にのぼる。 し
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か し,いずれもパ ッチ ワーク的対策に過ぎず70),基本原則としての随意的雇用原則は現在も雇
用関係における根幹をなしている。
次に,団 体交渉システムにおける労働条件の決定変更は,複 雑な法理の制約下にある。団体
交渉システムが規制する対象は,義 務的団交事項である。労働条件は義務的団交事項に該当す
るから,そ の決定変更は団体交渉法理の枠内において可能になる。
義務的団交事項には,誠 実団体交渉義務が課せられる。 したがって,い ったん排他的交渉代
表が決定されると,使用者は合意に向けて誠実に交渉を尽 くさなければならず,原 則として労
働条件を一方的に決定変更することは団体交渉義務違反として禁止される。被用者と個別交渉
することも不当労働行為として禁止される。ただ し,誠実に交渉を尽 くして行き詰まりに達す
れば,例 外的に一方的決定変更が可能になる。
協約が締結された場合,協 約条件に違反する雇用契約は有利不利を問わず無効になり,被用
者の労働条件は協約条件にとって替わることになる。この場合,被 用者は直接協約から権利を
取得するのではなく,協約違反訴訟を提起することによって,自 己の権利を保全することがで
きる。
協約の有効期間中は,排 他的交渉代表である労働組合は,協 約に含まれる事項について改訂
や変更を拒否できる。使用者は,協 約を一方的に変更,改 訂ない し破棄することができず,こ
れを強行 した場合には協約違反の責任を生 じさせる。同時に,こ れが団体交渉義務に違反する
場合もある。
協約違反の場合,苦 情処理 ・仲裁手続を経て最終的には終局判断である仲裁裁定が下される。
当該手続においては,労 使関係に精通 した仲裁人によって,法 理論にとらわれない,柔 軟かつ
事案に即 した最善の解決が可能になる。裁判所及びNLRBは,自身が紛争の実体判断を しない
で,当 該仲裁裁定を尊重するとい う解決方法を採用 している。
2労 働条件決定変更法理の特徴
団体交渉システムにおける労働条件決定法理は非常に複雑である。労働協約締結の前後にわ
たって団体交渉義務が存在 し続けることから,不当労働行為法理が労働条件の決定変更を監視
する役 目を担 うことになるが,協 約締結後は,同 法理に加えて苦情処理 ・仲裁手続もこの役 目
を担 うことになる。一方,労 働条件設定に関 していったん団体交渉システム外におかれると,
そこでは解雇自由の原則に基づ く市場原理が支配 している。アメリカにおいては,規 制と市場
原理とい う2つの対極的な制度が併存する独自の労働条件決定法理が形成されている。
3バ ランスの崩壊
ところが,1980年代以降,2つ の極 のバ ラン スに大 きな変化が生 じて きてい る。そ の原因は,
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組合組織率と協約適用率の低下にある。特に,民 間部門における低下がはなはだ しい。2000年
における全部門の組合組織率は13.5%,協約適用率14.9%であるが,民 間部門に限っては組織
率9.0%,-協約適用率9.8%となってお り71),被用者10人の うち9人が組合員ではなくなってい
る。さらに,組 織率のみならず,協 約適用率も10%を切ってお り,民間部門におけるほとんど
の被用者が協約の適用を受けない状態にある。この数値からは,協 約に基づいた被用者の雇用
保障や権利保護の意義が,過 去におけるそれよりも薄れていること,逆に約90%以上もの被用
者(民 間部 門)が 解雇 自由原則の下にあることがわかる。つま り,ほ とんどの被用者は,
NLRA以来発展形成 されてきた団体交渉 システム外に位置 しているのである。
このような背景において,被 用者を保護する役割が,労 働協約から制定法へ とシフ トし72),
最近では1990年障害を持つアメ リカ人法(AmericansWithDisabilitiesAct)法や1993年家族i・
医療休暇法(FamilyandMedicalLeaveAct)など数々の制定法が立法化されている。それとと
もに,最 近では,協 約上の苦情が制定法上の権利でもある紛争が増加 してきた。このような紛
争に対 しては,終 局的判断である仲裁裁定が下されたとしても,裁判所が当該苦情の実体を判
断できることが認められている73)。また最近では,被 用者の制定法上の権利に関する紛争を,
雇用契約に基づ く仲裁により解決する方法も試みられている74)。
団体交渉システムがカバーする範囲が狭まり続ける中で,排 他的交渉代表が存在 しない場合
における労働条件の決定変更には,ど のような法システムが望まれるのか。今 日,不法行為及
び契約違反の法理や制定法により,特定の理由について解雇自由の原則が修正されてきている
とはいえ,依 然随意的雇用の原則は健在である。1980年前後から当該原則の盛衰に関する議論
も高まりを見せてお り,同原則を含めた団体交渉システム外における労働条件決定変更法理の
再構築は,今 後の雇用関係法制における大きな課題となるかもしれない。
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